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PDS を用いた訪問看護のタスク割り当てとマッチング 
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概要：超高齢社会の進展と看護師不足を背景に，訪問看護の人材確保およびシフト調整が大きな課題となっている．

本稿は，看護職員が個人の Personal Data Store: PDS を所有して自らのデータをコントロールし，かつ，事業所がその

データを利用することを想定して，PDS を用いた訪問看護のタスク割り当てとマッチングについて検討する． 
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1. はじめに   

超高齢社会の進展と全国的な看護師不足が続くなか，訪

問看護事業者数とその利用者数は年々増加傾向にあり，訪

問看護事業所では看護職員の人材確保が大きな課題となっ

ている．大規模事業所であるほど看護職員を多く有するた

め，人材の代替可能性が高まり，看護職員のシフトの調整

可能性が高まる．しかしながら，全国の訪問看護ステーシ

ョンの半数以上が，看護職員が 5 人未満の小規模事業所で

ある[1]．そこで，人材確保の手段として複数の小規模事業

所を束ねて包括的にシフト調整を行うアイディアも検討さ

れている[a]． 

シフト調整を行う事業所にとっては，看護職員の勤務時

間外の様子が把握できると，より迅速かつ適切な仕事の割

当てが可能となる．これに対して，看護職員にとっては，

勤務時間外の様子はできるだけ知られたくないものである

と想定される．本事例において，事業所と看護職員は互い

に完全に匿名ではないものの，スケジュール調整の前段階

の探索時には，特に看護職員のプライバシー保護が重要で

ある． 

本研究は，看護職員が個人の Personal Data Store: PDS を

所有してパーソナルデータを蓄積し，かつ，自らのデータ

をコントロールすることで，この問題にアプローチするこ

とができるのではないかとの発想で，PDS を用いた訪問看

護のタスク割り当てとマッチングについて検討する． 

2. PDS とは 

Personal Data Store: PDS とは，「個人が自分のデータを電
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子的に蓄積・保管して他者と共有・活用する仕組み」であ

る[2]．個人に紐づく情報が事業者等によって膨大に取得・

蓄積・分析される時代において，それらデータの利活用が

期待される一方で，個人のプライバシー保護や自己情報コ

ントロールの実現が課題となっている．そこで PDS を用い

た「個人主導のデータ流通」が産学連携の会議や政府の会

議などで検討されるようになってきている． 

この概念は，もともと Doc Searls によって提唱された

Vendor Relationship Management: VRM [3]に端を発する．

VRM の考え方は，これまで事業者等に集められていたデ

ータおよびそのコントロール（図 1）を，個人の意思決定

のもとに置き直そうとするものである（図 2）．この概念を

実現する仕組みは，日本国外では既にいくつも提供されて

いる[4]．その多くがアプリケーションによるサービスであ

るようだ．これらのサービスは Personal Information 

Management Service: PIMS とも呼ばれる[4]．個人の意思決

定のもとにパーソナルデータの流通を実現する技術的・社

会的な仕組みの総体は，Personal Data Ecosystem: PDE と呼

ばれる[5]． 

日本では，東京大学「集めないビッグデータ・コンソー

シアム」において PDS のシステムモデルや社会受容性につ

いて産学連携で検討されているほか[6]，その後継の議論お

よび法制面の課題検討が産業競争力懇談会（COCN）「IoT

時代におけるプライバシーとイノベーションの両立」（2015

年度，2016 年度）においてなされている[7]．また，高度情

報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT 総合戦略本部）

のデータ流通環境整備検討会「AI，IoT 時代におけるデー

タ活用ワーキンググループ」では，個人主導のデータ流通

a) 訪問看護ステーションのシフト調整に PDS を用いる案，および，小規模

事業者を束ねて調整する案は，岩尾聡士教授（藤田保健衛生大学，名古屋大

学）の着想である旨を橋田浩一教授（東京大学）より伝え聞いた．この着想

から示唆を得て，タスク割り当てとマッチングという観点で PDS の訪問看

護への応用を著者が試論する． 
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に向けて PDS の導入に関する議論がなされている[8]． 

PDS には，データの種類を問わず，あらゆる種類のデー

タを蓄積することができる．また，暗号技術や Digital Rights 

Management: DRM を用いてデータの改ざんを防いだり，デ

ータへのアクセスを制限したりすることができる．PDS の

も重要な点は，データの管理権限が個人に帰着すること

である．すなわち，個人の PDS 内にデータを貯蔵すること

ができない場合でも，事業者等に貯蔵されている各個人の

データについては，その管理権限を個人が有してデータへ

のアクセスやデータの利用の如何を個人が決定することが

できるようにすべきだと想定される．これにより，個人の

自己情報コントロールがある程度は実現され得ると考えら

れている． 

 

 

図 1 アグリゲーターモデル[9] 

 

 
図 2 個人中心モデル[9] 

 

 
図 3 PDS システムモデル[6] 

 

3. PDS の訪問看護への応用 

3.1 PDS を用いたタスク割り当てとマッチングの基本ス

テップ 

ここでは，PDS を用いた訪問看護のタスク割り当てとマ

ッチングを提案する．まず，本稿において，看護職員は個

人の PDS を所有していると想定する．また，訪問介護事業

所ないし訪問看護ステーションも法人の PDS を所有して

いると想定しても差し支えない．看護職員は各自の PDS に，

個人に紐づくさまざまなデータを蓄積させるとともに，ス

ケジュールなどの情報も任意で入力できるものとする． 

次に，本稿の課題は，クラウドソーシング[10]の一種に相

当すると想定する．本稿において，「タスク」とは訪問看護

の業務を指すこととする．タスクの「依頼者」とは訪問看

護事業所ないし訪問看護ステーションを指し，「ワーカー」

とは看護職員の個人を指すこととする．ここでの課題は，

タスクの依頼者である事業所が，当該事業所のタスクを適

切に割り当てるべく，当該日時や場所において勤務可能と

なる適切なワーカーを探し出さねばならないことである． 

クラウドソーシングのマッチング精度を向上させるた

めには，ワーカーと依頼者の双方の属性（条件）が詳細に

分かる方が良い．タスクの依頼者にとっては，ワーカーの

勤務時間外の様子が把握できるほど，より迅速に適切なワ

ーカーを見つけ出すことができるようになる．そのために

は，ワーカーに関するより多くの情報が必要である．これ

に対してワーカーにとっては，勤務時間外の様子はできる

だけ知られたくないものであると想定される．本事例にお

いて，タスクの依頼者とワーカーとは互いに完全に匿名で

はないものの，タスク依頼前の探索時には，特にワーカー

のプライバシー保護が重要である． 

PDSを用いた訪問看護のタスク割り当てとマッチングに

おいて，ワーカーは個人の PDS に，スケジュールのほか，
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個人の稼働状況が推計可能となるようなデータを蓄積させ

るものとする．具体的には，各種の宅内センサやスマート

メーター等で得られる宅内データ，運動量や睡眠時間など

を測定できる活動量計のデータ，GPS や交通機関の乗降履

歴といった移動データなどである．そして，ワーカーは本

人が許可するレベルと範囲でそれらのデータの開示先とし

て契約関係にあったりデータを開示しても構わないと思え

たりする依頼者（事業所）を指定しておく．このようにす

ることで，タスクの依頼者である事業所は，そのワーカー

の PDS にある指定されたデータに，指定された条件のもと，

アクセスが可能となる． 

タスクの依頼者である事業所は，ワーカーから開示され

るデータをもとに，例えば，緊急時のみ，急を要する訪問

看護利用者の居場所に近い距離に居るワーカーの GPS デ

ータを地図上にプロットして，タスクを依頼できそうなワ

ーカーの候補者を絞り込むといったことが可能になるだろ

う．こうして，PDS にあるワーカーのデータを用いること

で，依頼者である事業所は適切なワーカーの探索に要する

時間や労力を低減することができる． 

適切なタスク割り当てとマッチングの実現は，ワーカー

の負担軽減にもつながると考えられる．訪問看護職の労働

環境の問題点として，体力面の厳しさ，休憩が取れないこ

と，時間外業務が多いことなどが挙げられている[11]．日本

においては看護職員の多くが女性であるため，訪問看護の

労働に加えて，彼女らには現状下，家事・育児・親の介護

など賃金化されない労働の負担も加わらざるを得ない状況

であると想定される．また，訪問看護職は正規時間外であ

っても緊急の呼び出しに備える必要があり，精神的に休ま

ることがないとの課題が指摘されている[11]．持続可能性

の観点からは，このような労働環境の課題を少しでも解消

する必要がある． 

緊急の呼び出しに際して，ワーカーの PDS データに，タ

スク依頼者である事業所からの探索的なアクセスがあった

時点で，ワーカーの PDS 上に予備的な通知を表示する仕組

みを備えるなどすると，ワーカーが呼び出しの前段階で前

もって準備するための時間をわずかではあるが確保するこ

とができるかもしれない． 

 

 

図 4 PDS を用いたタスク割り当てとマッチング (Step 1) 

 

 
図 5 PDS を用いたタスク割り当てとマッチング (Step 2) 

 

3.2 PDS を用いたタスク割り当てとマッチングの発展型 

近隣の小規模な訪問看護事業所をいくつか束ねてシフ

ト調整が行われる場合，タスクの依頼者である事業所にと

っては必ずしも馴染みのない（新規の）ワーカーにタスク

を割り当てる可能性が高まる．その際，依頼者である事業

所は，ワーカーの経験値や従事期間などの実績データをつ

ぶさに，かつ，迅速に確認できると良い．これに対応する

ために，ワーカー個人の PDS には，履歴書に記載するよう

な基本的な情報を入れておくほか，将来的にはワーカー各

人の業務実績を証明することができるようなデータを蓄積

することができるようになるのではないかと想定される．

そうすれば，タスク依頼者である事業所は，訪問看護利用

者にとって必要な処置とワーカーの経験とを照合し，ワー

カーの経験に応じたタスクの割当てを実現することが可能

となる．このような仕組みは，医療事故を防ぐことにつな

がると期待される． 

仮に，訪問看護利用者が個人の PDS を所有している場合，

事業所がタスクを割り当てるワーカーを決定してワーカー

もこれに応じることとなった際に，事業所は訪問看護利用

者の情報を一時的に当該ワーカーに開示して，当該ワーカ

ーは利用者のもとに駆けつける間に，当該利用者に係る必

要な情報を確認するといったことが可能になるだろう．た

だし，このためには，訪問看護利用者の医療・介護・健康

関連データが PDS でコントロールされており，なおかつ，

事業所等への開示設定が既になされている必要がある． 

さらに，訪問看護利用者が個人の PDS を所有している場

合には，看護職員が訪問看護利用者の PDS に看護記録を書

き加え，それを他の医療・介護関連の従事者が参照すると

いった PDS の使い方ができる．これにより，複数の事業者

間で情報の共有が難しい現状に対して応えることができる

と期待される．また，これにより，各事業所内部では職員

間の引継ぎや資料整理の負担を若干軽減することができる

のではないかと期待される． 
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3.3 PDS に蓄積されるデータの利用可能性 

ワーカーである看護職員の PDS に蓄積されるデータは，

例えば次のような特徴と利用可能性があるのではないかと

考えられる． 

各種の宅内センサやスマートメーター等で得られる宅

内データは，在宅状況や生活実態を把握する指標となり得

る．それゆえ，これらのデータがインフラ事業者や住宅メ

ーカー，家電メーカーなどによって取得されることは，個

人や各世帯のプライバシーやセキュリティの面で重大な問

題がある．ただし，これらのデータが各世帯や各個人の管

理権限のもとに置かれて適切にコントロールがなされれば，

これらのデータの利用可能性は拡大する． 

先述の賃金化されない労働のいくつかは宅内で行われ

る．宅内データから家事・育児・介護などの峻別は難しく

とも，各部屋に設置されたセンサによって宅内の行き来や

行動量は把握可能であるし，電気・ガス・水道の使用状況

からは居住者数や生活パターンが推計可能であるだろう．

これらの宅内データからは，ワーカーの勤務時間外の特に

宅内での稼働量がある程度把握できると考えられる． 

他のデータについても同様に，プライバシー等への懸念

がある一方で，本人の許諾のもとデータが適切に用いられ

れば，個々別々の状況に見合ったマッチングとタスク遂行

に寄与することができると期待される．もしもワーカー個

人が運動量や睡眠時間などを測定できる活動量計を使用し

ている場合には，そのデータを用いてワーカーの健康状態

や休息の必要性がある程度把握できるだろう．このような

情報を踏まえた適切なタスク割り当てとマッチングは，ワ

ーカーの労働環境改善にもつながる． 

GPS や乗車履歴などの移動データがあれば，ワーカーの

勤務時間内外の屋外での移動状況が把握できる．特にワー

カーが子供のいる家庭の場合，子供の送り迎えや通院，保

護者の参加が求められる行事などで，頻繁に外出が発生す

ると思われる．前述の通り，訪問看護職は正規時間外の急

な呼び出しに疲弊している実態がある．いつ呼び出される

かが分からないと，ワーカーである看護職員は外出を躊躇

せざるを得なくなり，それが精神的な負担につながる．も

しもタスクの依頼者である事業所が，ワーカーの探索時に，

ワーカーが外出中であることを把握できれば，タスク依頼

時のミスマッチを防ぐことができるし，ワーカーも安心し

て外出することができるだろう． 

ここで例示したデータはいずれもプライバシーにかか

わるものであるため，データの開示の如何はワーカー個人

が決定することができるべきである．今後，データの取引

の仲介機能が発展した場合には，必ずしも PDS のローデー

タを開示する必要はなく，個人のデータを用いて分析され

た結果だけを匿名で提示して，適切な探索とマッチングが

行えるようになると思われる[10]． 

3.4 PDS を用いたタスク割り当てとマッチングの実現可

能性 

以上で試論した，PDS を用いたタスク割り当てとマッチ

ングの仕組みを実現するためには，ワーカーが有するデー

タを本人が許可する範囲やレベルで，タスクの依頼者であ

る事業所に対して開示ないしアクセス可能な設定にする必

要がある．そのためには，個人がデータを取得・蓄積し，

個人がその開示条件ないしアクセス条件を設定することが，

少なくとも必要である． 

日本においては，PDS の実現方法の一つとして Personal 

Life Repository: PLR というアプリケーションが存在する．

PLR では，データはファイル毎に暗号化され，DRM によっ

てデータの書き換え防止やデータへのアクセス制御がなさ

れる．また，予めリストに登録された相手を指定して，デ

ータの開示設定を行うことができる． 

例えば，スマートフォン等に備わる位置情報取得機能を

利用して，何らかのアプリケーションが，ワーカーが有す

る端末の GPS データを秒単位で取得できると仮定すると，

その設定次第では，その GPS データを PLR に取り込み使

用することが可能だろう．そのデータを PLR に取り込み暗

号化する際，1 ファイル毎の時間の単位をどのように区切

るかよって，開示条件で設定し得る時間の単位や即時性が

決まるだろう．例えば，24 時間のデータを 1 時間毎にファ

イル化するのであれば，相手に開示するデータは 1 時間単

位で条件設定をすることとなる．1 分毎にファイル化する

のであれば，開示条件の設定は分刻みで可能となる．この

場合，ワーカー個人は「これから数十分間は余裕があるの

で，この時間帯に依頼が来ればタスクを引き受けよう」な

どと意思決定し，PLR に取り込まれる GPS データの開示条

件の設定を 1 分刻みで指定することができるようになるだ

ろう． 

履歴書に記載するような情報やスケジュールは個人が

PDS に入力すれば良いし，活動量計などのデータは個人が

サービサーなどから入手可能なケースもあるかもしれない

が，先に例示した宅内データはインフラ事業者やメーカー

等からデータを移管してもらわなければならない．今後，

データポータビリティの権利と仕組みを整備する必要があ

る．また，ローデータがあるだけではなく，個人の稼働量

の推計など，目的に合わせた分析結果としてのデータが必

要である．その分析を行うためには，何らかのアルゴリズ

ムが必要である．そして，分析時のデータプライバシーを

確保することが肝要である． 

以上の試論がややスケールの大きい話しであるような

らば，初期段階としては，PDS をグループウェアのように

使用することが現実的かもしれない．スケジュール帳やメ

モ帳をワーカーと依頼者との間で互いに開示する設定にし

ておくことで，依頼者は複数のワーカーのスケジュールを

把握することができる．もしもアプリケーション等で，複

数のワーカーのスケジュールを一覧性の高い形式で表示す
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ることができれば，依頼者は迅速にワーカーの都合を確認

することができるだろう． 

4. おわりに 

本稿は，訪問看護の業務（タスク）を事業所が各ワーカ

ーに割り当てる際に，個人が PDS を所有し，事業所がその

データを利用できると，より適切かつ迅速な人材の探索と

マッチングが実現し得ることを試論した．適切なタスク割

り当てとマッチングは，労働環境改善や持続可能な社会設

計に寄与する． 

人口減少と超高齢化が加速する日本社会において，医

療・介護関連の現場は人材不足と業務多忙により疲弊して

おり，本稿が提案するような適切なタスク割り当てとマッ

チングの仕組みが今後ますます不可欠になると思われる．

個人主導のデータ流通は，理念としては産学官の一部でか

なり共有されつつあるが，実例はまだ乏しい．本稿は PDS

の利用方法を具体的に検討する際の一助となるのではない

かと期待される． 
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